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令和６年度第３回砂川市子ども・子育て会議 

 

 と き  令和７年１月１５日(水) 15:00～ 

ところ  市役所 ２階大会議室  

出席者  委 員：６名／10名中 

事務局：６名 

 

 

１．開会 

（事務局） 

定刻となりましたので、只今から、令和６年度第３回砂川市子ども・子育て会議を開会いたします。 

 

２．挨拶 

（事務局） 

開会にあたりまして会長よりご挨拶を頂戴したいと存じます。よろしくお願いいたします。 

 

（会長） 

皆様こんにちは。 

大変お忙しい中お集まりいただきましてありがとうございます。本日は前回 12月 2日の会議で出さ

れた意見をもとに、第 3期砂川市子ども・子育て支援事業計画の説明があります。また、第 2回子ど

も・子育て会議では検討・作成中であった第 5章砂川市次世代育成支援地域行動計画の説明も予定され

ております。年度内に計画を完成させるうえで重要な会議になるかと思いますので、本日はよろしくお

願いいたします。 

 

（事務局） 

 ありがとうございました。 

 

３．議事 

（事務局） 

これより議事に入ります。 

本日の会議につきましては、委員１０名中、７名の出席をいただいており、当市子ども・子育て会議

設置要綱第６条第２項に定める過半数以上の出席があることから、本会議が成立していることを報告い

たします。 

また、これより会議の議長は、神島会長にお願いしたいと存じますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 

（会長） 

よろしくお願いいたします。それでは次第に従い議事に入ります。 
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議事の（１）、「第３期砂川市子ども・子育て支援事業計画の素案」①子ども子育て会議の変更点につ

いて、事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局） 

計画書の素案につきましては、昨年１２月２日開催の第２回子ども・子育て会議にて第４章までご協

議いただいた後、昨年末に第５章も含めた素案を事前に配布しておりました。前回会議以降もしくは昨

年の資料配布以降、変更した内容を一覧にしたものが、本日お配りしている変更箇所一覧（６ページ）

となっており、変更箇所をすべて落とし込んだ全面カラー版の計画書素案を本日改めて配布しており

ます。 

変更した点について若干触れさせていただきますと、素案５５ページのファミリー・サポート・セン

ター事業における未就学児分の見込み量が５６ページの保育所等の一時預かりに包含されていて、読

み取りにくい表記となっていたことから、記載方法を見直しております。５５ページに記載のとおり、

ファミリー・サポート・センター事業につきましては、「未就学児」「低学年」「高学年」の量の見込み

及び確保方策を記載しております。また、これに伴い５６ページの保育所の一時預かりからファミサポ

事業の「未就学児」分に関する記載を削除しております。 

  続いて素案５８～６０ページをご参照ください。令和８年度に義務教育学校内に建設される、学童

保育所の建設事業費について国から財政支援を受ける要件として、計画に目標事業量等が記載されて

いることが要件となっていることから、必要事項を追記しております。内容としましては、令和８年度

以降、義務教育学校内にて学童保育所及び放課後児童クラブが連携して事業を実施すること、実施にあ

たり教育委員会と福祉部局が連携を図ること、特別な配慮を要する児童に対し適切な対応に努めるこ

と、地域住民に対して十分な周知を図ること等を記載しております。 

その他の変更箇所につきましては、昨年末に庁内策定推進委員会を実施した際に出た意見を基に、

文言整理等を行ったものであります。変更内容については、記載のとおりとなりますので、各自お読

み取り願います。 

 

（会長） 

只今、事務局より説明がありました。ご質問等ありましたらお受けいたします。 

 

（委員より質問・意見：なし） 

 

(会長) 

続いて②第５章（次世代育成支援地域行動計画）について、事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局） 

引き続き第５章次世代育成支援地域行動計画につきまして、ご説明申し上げます。素案の６３ページを

ご参照ください。第２期計画から追加した点等にポイントを絞りながら提案させていただきます。第５
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章につきましては、前回の会議でご説明した本計画における３つの視点「こども」「保護者」「社会」に基

づく、各基本施策及び主な事業について記載しております。 

素案６３ページからは「次世代を担う子ども一人ひとりが心豊かに育つことのできるまちづくり」に

ついてとなっており、こちらは「子ども」に着目した視点となります。①乳幼児期における親子のふれ

あいの促進についてです。アンケート調査における就学前保護者の回答として、「子どもについて悩

み・不安に感じること」の質問では「育児の方法」という回答が29.0％、「保護者自身の悩み・不安に

感じること」では「子どもを叱りすぎているような気がする」という回答が27.0％あり、親子が互いに

心を通わせ、家族の愛情が注がれる環境づくりが大切であることが確認できます。 

本計画期間においては、子育て支援センターや学び体験教室において親子間や親同士、子ども同士の

交流が深まる機会を提供し、親子の成長する力を伸ばすとともに、サテライト活動等を通じて、親が新

たな気づきや発見ができるよう支援に努めること、また、図書館ではブックスタート事業や読み聞かせ

の機会を設けることで、気持ちが通じ合う読書活動の推進に努めることを記載しています。具体的な事

業としましては、６３ページから６５ページに記載のとおりで、親子が集う機会、場所の提供として、

第３期計画から新たに「まちなか交流施設すないる」「ふるさと活性化プラザ（屋内遊具ひろば）」を

６４ページに新たに追記しています。 

続いて素案６６ページ②幼児期の教育・保育の充実についてです。令和６年４月時点で、市内の０歳

児から５歳児の総数に対し、教育・保育給付認定を受けた子どもの割合は72.3％を占めています。ま

た、日常的に通う幼稚園・保育所以外の利用希望について、アンケート調査では就学前保護者で、一時

預かりが33.6％、幼稚園の預かり保育が18.1％と多様な保育ニーズが見込まれる結果となっています。

病児・病後児保育の利用意向については、就学前保護者で「利用を希望する」が33.2％、「どちらとも

いえない」が48.6％であり、今後ともセーフティネットとしての役割を期待されていることがうかがえ

ます。 

本計画期間においては、保護者からの教育・保育ニーズに応えられるよう、延長保育、一時保育、幼

稚園の預かり保育などの多様なニーズにも対応できる体制確保に努めること、また、国の方針として、

令和８年度より保育所等を利用していない０歳６か月から満３歳未満児が対象の「こども誰でも通園制

度」の導入が予定されており、実施に向けた整備を進めること、病児・病後児保育については、登録制

度等に係る周知を確実に行い、事業を継続していくことを記載しています。具体的な事業としまして

は、６６ページから６７ページに記載のとおりで、新たに令和６年度から開始した保育所使用済みおむ

つ自園処理事業、定額でおむつを制限なく利用できるおむつサブスクについて６６ページに新たに追記

しています。また、令和８年度からの本格導入を予定しているこども誰でも通園制度に関しても６７ペ

ージに新たに記載しております。 

続いて素案６８ページ③学齢期における子どもの成長への支援についてです。こちらにつきまして

は、より質の高い学校教育を提供するため、令和７年度より小中一貫教育を本格実施するとともに、令

和８年度より義務教育学校を開校することを記載しています。 

本計画期間においては、義務教育の９年間を１stステージから３rdステージの３つのブロックを設

け、「生きる力」を育む小中一貫教育の推進を通じて、子どもたちに必要な資質・能力の育成に努める

こと、放課後については、「子どもの居場所づくり」を推進し、学童保育所を市内２か所に開設し、保

護者へ支援及び子どもの成長を支えていくことを記載しています。具体的な事業としましては、６８ペ
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ージから７０ページに記載のとおりで、学童保育の充実として、義務教育学校開設に伴う学童保育所の

再編について、６９ページに新たに追記しています。 

続いて素案７１ページ④子どもの社会体験の充実についてです。文部科学省の調査では、小学生のこ

ろに自然体験や社会体験等の様々な体験をした子どもは、その後、自尊感情や外向性、精神的な回復力

について高い意識をもつ傾向となっています。子どもにとって、多くの人と関わりながら体験を積み重

ねることは、「社会を生き抜く力」を養う効果があると考えられ、仲間とのコミュニケーション能力等

を育むためには、様々な体験活動の機会を設けることで良い影響を与えることが期待されます。 

本計画期間においては、様々な体験を通じて、自然を大切にする心の育み、外国の文化に対する理解

の促進、健康増進や体力向上だけではなく、協調性やコミュニケーション能力の育成を図り、子どもの

健全な心身の成長が促されるよう支援に努めることを記載しています。具体的な事業としましては、７

１ページから７２ページに記載のとおりで、いずれも第２期計画期間中からの引き続きの事業となって

おります。 

続いて素案７３ページ⑤配慮が必要な子どもへの支援についてです。成長に心配がある子どもに対

し、療育を行う児童発達支援及び放課後等デイサービスの受給者数の状況について、平成30年度と令和

５年度を比較すると、いずれも増加しており、特別支援学級の在籍者数を同様に比較した場合について

も、増加傾向を示しています。また、文部科学省の調査(令和４年)では、通常 学級における著しい困

難を示す児童生徒の推定値が小学生で10.4%、中学生が5.4%となっています。 

本計画期間においては、配慮が必要となる子どもへの対応として、合理的配慮を含む必要な支援を切

れ目なく引き継ぐ体制を確保しながら、早期療育の継続的な実施、保護者からの相談体制の充実、保護

者に対する経済的支援を実施することで、子どもの成長・発達促進、保護者の負担軽減に努めることを

記載しています。具体的な事業としましては、７３ページから７４ページに記載のとおりで、第２期計

画期間中に子ども通園センターにおいて開始した、集団生活に適応するための支援を行う保育所等訪問

支援を７３ページに新たに追記しています。 

続いて素案７５ページ⑥保育士・教職員の資質の向上についてです。近年、ＤＸの推進が定着し、保

育所や幼稚園においてもＩＣＴソフトを導入し、業務の効率化を図り、質の向上を目指すとともに、感

染症の予防対策などの課題について研修を行うなど、資質の向上に努めています。小中学校において

も、デジタル教材やオンライン学習など、質の高い教育を実践するための取組を進め、令和８年度の義

務教育学校の開校に向けて、小中一貫教育の導入・推進を図るため、中学校教員の乗り入れ授業や小中

学校教員の合同研修会を実施している状況となっています。 

本計画期間においては、保育士や教職員等が各種研修機会へ積極的に参加することや、関係者間の連

携・協力を強化していくことで、資質の向上及び課題への対応力・解決力の伸長（しんちょう）に努め

ていくことを記載しています。具体的な事業としましては、７５ページから７６ページに記載のとおり

で、保育所、幼稚園、小学校、子ども通園センターにおけるICTシステムの活用について、７５ページ

に新たに追記しています。 

続いて素案７７ページ「保護者一人ひとりが喜びと生きがいを感じながら子育てをすることのできる

まちづくり」です。ここからは「保護者」に着目した視点となります。①子育てに関する相談体制・学

習機会の充実です。アンケート調査における「子育ての悩みを気軽に相談できる場がある」という質問

に対し、「とてもそう思う」「そう思う」の合計が就学前保護者で32.1％、小学生保護者で44.8％とな
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っているのに対し、「あまりそう思わない」「そう思わない」の合計は就学前保護者で40.5％、小学生

保護者で32.9％を占め、「子育ての相談ができる場」については課題が残る結果となっています。子育

てに関する相談体制としては、ふれあいセンターで実施している子育て世代包括支援センター事業や、

子育て支援センター、家庭児童相談室、保育所の園開放事業などの窓口を設けている一方で、悩みをど

の窓口に相談すれば良いのかわかりにくい状況となっていました。 

本計画期間においては、令和７年度から母子保健機能と児童福祉機能を一体とした総合相談窓口とし

て「子ども家庭センター」を市役所庁舎内に設置し、保健師等を配置することで母子保健から児童福祉

に関する内容まで一体的かつ積極的な相談体制を構築すること、また、子育てに関する確かな情報を得

たいというニーズに応えるため、情報発信及び学習機会の提供に努めることを記載しています。具体的

な事業としましては、７７ページから７９ページに記載のとおりで、総合相談窓口である「子ども家庭

センター」ついて、開設イメージ図を添えて７７ページに新たに追記しています。また、７９ページに

は子育てに関する相談機会の提供としてペアレントメンター派遣事業の活用について追記しています。 

続いて素案８０ページ②子育てに対するサポート体制の確保です。アンケート調査における「お子さ

んをみてもらえる親族・知人の有無」に対する回答では、日常的あるいは緊急時にみてもらえる親族や

友人・知人の「いずれもいない」が就学前保護者と小学生保護者のどちらも約１割を占める結果とな

り、「不定期に利用したい一時預かり事業」として、「ファミリー・サポート・センター」を希望する

回答が就学前保護者で14.7％ありました。 

本計画期間においては、従前の通常保育、延長保育、一時預かり、病児・病後児保育、学童保育など

を継続することで、安全で安心して子どもを預けられる環境を維持するとともに、補完する役割として

ファミリー・サポート・センター事業についても引き続き実施し、地域全体で子育てをサポートする体

制を確保していくことを記載しています。 

続いて８１ページ③母子保健サービスの充実についてです。アンケート調査における「妊娠中の困っ

たことやつらかったこと」に関する就学前保護者の回答では、「つわり等の体調不良」、「精神的な不

安定」が高い割合を占めており、妊娠中のサポートの必要性がうかがえます。また、令和５年度におけ

る乳幼児健診における精密検査につなげていく、要観察の対象とするなど支援が必要な子どもの割合は

30％台で、出産後も子どもの成長段階を見守ることが必要な状況となっています。 

本計画期間においては、特定不妊治療の自己負担額や先進不妊治療費への独自助成を継続し、出産を

希望する世帯への経済的支援を行い、保健師が面談等を通じてアドバイスを行う伴走型相談支援事業も

引き続き取り組むこと、また、出産後における心身の休養と育児支援等を行う産後ケア事業を継続して

実施すること、乳幼児健診では医療機関で受診する１ヶ月児健診について、令和６年度から費用の助成

を開始しており、令和７年度からは母子健康手帳のデジタル化として、アプリによる成長記録の管理、

子育てに係る情報発信を実施していく予定であり、切れ目のない支援に努めることを記載しています。

具体的な事業については８１ページから８４ページに記載しており、ご説明した母子健康手帳アプリ、

伴走型相談支援事業について８１ページ、産後ケア事業について８３ページに新たに追記しています。 

続いて素案８５ページ④乳幼児・小児に関する保健・医療の推進についてです。アンケート調査にお

ける「子育てに関する悩みや不安」についての回答の中で、「病気や発育・発達」という回答は就学前

保護者、小学生保護者ともに回答率が高くなっており、新型コロナ感染拡大に伴い、令和２年度から５
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年度にかけて当該ワクチン接種が臨時接種として実施され、乳幼児・小児についても感染症予防対策な

ど適切な対応を図ることが求められています。 

本計画期間においては、乳幼児・小児への予防接種が適切に行われるよう、各種健診事業等を通じて

保護者への働きかけを積極的に行い、新型コロナやインフルエンザのワクチン接種についても費用助成

を実施することで、感染予防に対する家庭への支援に努めること、また、在宅当番医制を継続し、二次

救急医療として公立病院による輪番制の小児救急医療を確保することを記載しています。具体的な事業

については８５ページに記載のとおりで、いずれも第２期計画期間中からの引き続きの事業となってお

ります。 

続いて素案８６ページ⑤食育の推進についてです。市内の小中学生に係る食生活や健康状態について

のデータをみると、「朝食を食べない」中学生の家庭があり、小中学生の男子で肥満傾向にある子ども

が全国平均より多い傾向が続いています。 

本計画期間においては、令和５年度に策定した「健康すながわ２１」の中に、「砂川市食育推進計

画」を包含していることから、当該計画の中の課題として位置づけた、乳幼児期の離乳食や幼児食が発

育面や味覚の形成、適切な食習慣の形成につながるため、発育・発達に合わせた栄養指導を行うこと、

学齢期のうちから適切な食習慣を身に付けることを目指し、家庭における食育の推進や学校教育におけ

る食に関する指導に努めることを記載しています。具体的な事業については８６ページに記載のとおり

で、いずれも第２期計画期間中からの引き続きの事業となっております。 

続いて素案８７ページ⑥子育て世帯に対する経済的支援についてです。アンケート調査における「望

ましい子育て支援施策」に対する回答では、「子育てにおける経済的負担の軽減」が就学前保護者で

76.1％、小学生保護者で81.5％といずれも最も高い回答率となっており、子育て世帯にとって切実な問

題であることがうかがえます。 

本計画期間においては、令和５年度から従前の「乳幼児等医療助成事業」を「子ども医療費助成事

業」に変更し、無料化の対象を６年度から高校生年齢相当にまで拡大するなど拡充を図った負担軽減策

を継続させること、また、５年度から小中学校における給食費の無償化、６年度から保育所の副食費の

無償化や幼稚園等の副食費助成、乳児のおむつクーポン券を乳児すこやか応援クーポン券にリニューア

ルし対象品目を拡大など、今後も効果的な施策を継続的に実施することで、保護者にとって経済的負担

の軽減を実感できるように努めていくことを記載しています。具体的な事業については８７ページから

８８ページに記載しており、ご説明した子ども医療費助成について８７ページに、乳児すこやか応援ク

ーポン券、保育所副食費無償化、幼稚園等の副食費助成、学校給食費無償化について８８ページに新た

に追記しています。 

続いて素案８９ページ「社会を構成する一人ひとりが子どもや子育て家庭への理解を深め、支えあう

まちづくり」です。ここからは「社会」に着目した視点となります。①安全・安心な子育て環境の整備

についてです。アンケート調査における「望ましい子育て支援施策」に対する回答では、「子育てのた

めの安心、安全な環境整備」が就学前保護者と小学生保護者でいずれも２番目に高い回答率となってい

ます。また、母親の就労状況に関する回答では、「フルタイム」は就学前及び小学生ともに５年前の同

調査に比べてそれぞれ10ポイント以上伸びていることから、働く女性の増加あるいは就業時間数の増大

がうかがえます。 

本計画期間においては、本市には北海道こどもの国を始めとした都市公園が多数ある中、散歩や子ど



7 

 

もの遊び場により適した環境を求める意見も寄せられており、今後も使いやすい施設を目指して着実

に整備を進めること、子どもを交通事故から守る交通安全運動を推進するとともに、地域における防

犯意識の高揚が図られるよう、防犯灯などの整備と「あいさつ運動」などに取り組むこと、保育所や

学童保育所等における受け入れ体制の確保を図るとともに、職場における育児休業の取得促進など労

働環境の改善に向けた普及・啓発に努めることを記載しています。具体的な事業については８９ペー

ジから９０ページに記載しており、子育て世帯が安心して使いやすい公園の整備について、８９ペー

ジに新たに追記しています。 

続いて素案９１ページ②児童虐待防止対策の充実についてです。全国の児童相談所が児童虐待につい

て相談対応した件数は、10年前の約３倍という状況にあります。背景としては、身体的な虐待だけでは

なく、面前DVによる心理的虐待、長時間の放置などネグレクトなども虐待行為に当たることへの理解が

進み、通告件数が増えたことなどが挙げられますが、深刻な事案も日々伝えられています。 

本市においては、年度による増減がありますが、令和５年度の実績では７世帯・12人の児童に対する

虐待通告があり、ケース会議の開催など必要な対応を図り、継続的に家庭の状況の把握に努めていきま

す。また、アンケート調査では「保護者自身が悩み・不安に感じること」について、「ストレスがたま

って、子どもに手をあげたり、世話をしなかったりしてしまう」という回答が３％前後ではありますが

着目すべき結果となっています。児童虐待は、子どもの心身の発達や人格の形成に重大な影響を与え、

「虐待の世代間連鎖」を引き起こす可能性もあることから、児童虐待を未然に防止するため、継続した

取組を推進が必要な状況となっています。 

本計画期間においては、令和７年度から子ども家庭センターを立ち上げることで相談体制の拡充を図

り、児童虐待の早期発見・対応のため、各種訪問事業の活用を図るほか、「要保護児童対策地域協議

会」ネットワークの充実・強化を図り、児童虐待に関する未然防止の普及・啓発に一層注力し、事案が

発生した場合にも関係者間の連携・協力が迅速かつ効果的な対応となるよう努めることを記載していま

す。具体的な事業については９１ページから９２ページに記載しており、こども家庭庁が実施するオレ

ンジリボンキャンペーンに合わせて市内においても行う啓発活動について、９２ページに新たに追記し

ています。 

続いて素案９３ページ③ひとり親家庭の自立支援についてです。本市におけるひとり親の世帯数や児

童扶養手当受給世帯数はいずれも減少しています。背景には、離婚件数の減少傾向や女性の就労状況の

変化が推測されますが、子どもの数自体が減少しているため、割合でみるとひとり親世帯は増加してい

ることとなります。また、厚生労働省の調査では、子どものいる世帯の総所得に関し、母子世帯は全体

のおよそ半額にとどまっており、生活意識についても「苦しい」と答えた割合は、「児童のいる世帯」

に対し「母子世帯」は高くなっています。 

本計画期間においては、ひとり親世帯に対する施策として、相談窓口となる母子・父子自立支援員を

継続的に配置し、様々な悩みや不安に対する寄り添った対応を図るとともに、生活面での援助となる児

童扶養手当や就労に向けた資格取得ための訓練給付金の支給により自立支援に努めることを記載してい

ます。具体的な事業については９３ページから４ページに記載のとおりで、いずれも第２期計画期間中

からの引き続きの事業となっております。 
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続いて素案９５ページ④経済的困難等を抱える家庭への支援についてです。厚生労働省の調査では、

日本の子どもの貧困率は11.5％で、子どもの９人に1人は貧困な生活状況にあり、本市では、このよう

な状況を把握できていませんが、国の施策として令和５年度に住民税非課税世帯等へ支給された給付金

に関し、18歳未満の子どもがいる世帯には加算金も支給されており、その実績は非課税世帯が94世帯・

児童数157人、均等割のみ課税世帯が25世帯・児童数45人となっています。また、大人が担うべき役割

を日常的に行わなければならず、自分の時間をもてない家庭環境にあるヤングケアラーについて、アン

ケート調査では就学前保護者、小学生保護者の両方とも「ヤングケアラーの可能性がある子がいる」と

いう回答が８件あり、市内にも該当する子どもが存在する可能性があることがわかりました。 

本計画期間においては、子どもの貧困及びヤングケアラーに関し、相談しやすい体制を確保するとと

もに、「可能性がある世帯」の情報を関係機関が共有することが支援に向けた第一歩となることを踏ま

え、令和７年度に開設する子ども家庭センターについて、「相談しやすい窓口」としての認知度が高ま

るように周知・啓発を図り、包括的な体制の構築に努めることを記載しています。具体的な事業につい

ては９５ページから９６ページに記載のとおりで、ヤングケアラーに関する周知・啓発及び早期発見の

ための対策について、新たに記載しております。 

第５章に関する提案は以上となります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

（会長） 

只今の説明について、ご意見ご質問はありますでしょうか。 

 

(委員) 

 81ページの母子保健サービスの充実について、つわり等の体調不良の割合が多く、サポートの必要性

があるとのことだが、サポートにおける事業はあるのか。 

 

 (事務局) 

81ページの表の下に記載の妊婦等包括相談支援事業（伴走型相談支援）で、妊娠初期から後期までの

相談を随時受け付けているところですが、つわりに対する詳細な支援の計画策定は現在想定していませ

んが、相談・受付があれば支援を行っておりますので、今後も引き続き支援を行ってまいります。 

 

（会長） 

他にご意見ご質問はありますでしょうか。 

 

 (事務局) 

砂川天使幼稚園さんに確認したいのですが、75ページの表にて、ICT システムの活用について、今年

度から導入されているのでしょうか。 

 

(委員) 

 昨年 12 月より、登降園状況や通園バスの利用について ITC システムの活用をしている。また令和 7

年 3月からアプリを使用した欠席連絡等のシステム利用ができるよう準備しているところ。 
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(事務局) 

ありがとうございます。表中の幼稚園 ICT システム活用の事業内容にて、「ICT システムを導入する

ことにより～」と記載しておりますが、すでに導入されていることから、「ICT システムを活用するこ

とにより～」に変更させていただきたいです。また「初期導入費用について補助を行う。」についても

「初期導入費用について令和 6年度に補助を行っている。」と文章表現を一部改めさせていただきま

す。 

 

（会長） 

他にご意見ご質問はありますでしょうか。 

 

（会長） 

（他に）ご発言なければ、「第３期砂川市子ども・子育て支援事業計画」の素案については資料のと

おりとしてよろしいでしょうか。 

 

(了承と確認した。) 

 

６．その他 

（会長） 

本日予定されていた議事については、すべて終了いたしました。最後に全体を通して皆様から何か確

認等ございますか。 

 

(委員) 

 73 ページの配慮が必要な子どもへの支援について、現在砂川市では子ども通園センターが設置されて

いるものの、支援が必要な子どもが増えている中で、対応できる職員数等が足りていないように感じ

る。今後増員する予定や、外部からの支援事業の活用といった活動の予定はあるのか。 

 

（事務局） 

 子ども通園センターは砂川市だけでなく、近隣の 1市４町を含む６つの自治体の就学前の子どもが対

象であり、今年度契約いただいている子どもの人数が 90 人で対応する職員数が８名という体制で１人

あたり９～１０人が対応することとなります。利用については週１～２回となります。なお、令和７年

以降も支援が必要な児童数の推移を注視しながら今後の増員について検討していかなければならないと

考えております。また、いただきましたご意見を踏まえまして、支援体制の充実については新たな計画

期間の５年間においての課題として受け止め、十分に検討させていただきたいと存じます。 

 

(委員) 

 市だけでなく外部からの支援事業所を活用することで、より多くの子どもたちや子育て世帯にとって

プラスになると考えているので、ぜひ検討していただきたい。 
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（会長） 

他にご意見ご質問はありますでしょうか。 

 

(委員) 

 今後新しくできる義務教育学校内に、ことばの教室のような施設はできないのか。 

 

（事務局） 

 いわゆる通級指導教室については、義務教育学校内に設けられることとなります。 

 

（会長） 

他にご意見ご質問はありますでしょうか。 

 

(会長) 

事務局から何かありますか。 

 

（事務局） 

今月の２４日から１か月間、市民の皆様から意見募集を行いたいと思います。市役所、公民館、地域交

流センターゆう、北地区コミュニティセンター、南地区コミュニティセンターに意見箱を設置いたしま

す。またホームページでも意見を募集いたします。寄せられた意見を基に素案を修正し、第４回目の会

議を３月に開催しまして、計画を完成させてまいりたいと考えております。日程は別途調整をさせてい

ただきます。 

 

７．閉会 

（会長） 

以上で令和６年度第３回砂川市子ども・子育て会議を閉会いたします。 

 


